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大
き
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変
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大
学
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学
部
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等
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設
そ
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１
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２
か
月
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１
か
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早
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な
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従
来
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募
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期
に
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ら

れ
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に
な
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た
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も
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一
つ
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審
査
基
準
と
な
る
既
設
学
部
の
収
容
定

員
充
足
率
。
新
設
が
認
め
ら
れ
な
く
な

る
法
人
内
の
学
部
の
充
足
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れ

ま
で
の
５
割
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満
か
ら
７
割
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満
に
引

き
上
げ
ら
れ
る
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併
せ
て
、
充
足
率
の

審
査
対
象
時
期
が
、
申
請
年
度
か
ら
開

設
前
年
度
（
申
請
翌
年
度
）
に
変
更
さ

れ
た
。
充
足
率
が
７
割
を
切
り
そ
う
な

学
部
が
あ
れ
ば
、
申
請
前
に
定
員
を
減

ら
す
、
申
請
時
に
当
該
学
部
の
廃
止
計

画
を
提
示
す
る
等
の
対
策
が
必
要
だ
。

そ
の
ほ
か
、
申
請
時
の
    ＊2
　リ
ス
ク
シ
ナ

リ
オ
が
審
査
対
象
と
な
る
。
審
査
結
果

の
「
保
留
」
が
な
く
な
り
一
発
勝
負
に

な
る
点
も
大
き
な
変
更
だ
。

　
社
会
の
ニ
ー
ズ
を
背
景
と
し
た
文
科

政
策
、
さ
ら
に
は
日
本
成
長
戦
略
会
議

の
よ
う
な
国
家
戦
略
は
新
設
改
組
の
後

ろ
盾
に
は
な
る
が
、
現
実
の
学
生
募
集

は
、
募
集
エ
リ
ア
内
の
高
校
、
高
校
生

の
ニ
ー
ズ
に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
。
両

面
を
に
ら
ん
だ
取
り
組
み
が
必
要
だ
。
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ま
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が
し
や
す
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な
る
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＊日本私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営改善等のためのハンドブック」（https://www.shigaku.go.jp/files/s_keieikaizenhandbook3jikaitei.pdf）

【図表11】学校法人の大学等設置に係る寄附行為（変更）認可申請の審査基準等の改正まとめ  

私立大学等の収容定員の
適正化を図るための
学則変更手続の弾力化
（学校教育法施行令の一部改正）

特集  進学者減時代の学生募集

＊文部科学省資料を基にBetween編集部にてまとめ  

私立大学等が適正な収容定員への見直しを計画的に行うことができるよう、収容定員の総数の増加を伴う学則変
更（以下「増加変更」という。）のうち、以下の条件を満たすものについては、認可事項から届出事項に改めることと
する（学校教育法施行令第23条の２の改正）。    

条
件

① 当該収容定員の総数の減少を伴う学則変更（以下「減少変更」という。）後７年以内に行われるものであること
② 当該収容定員の増加後の総数は、減少変更前の当該収容定員の総数を超えないものであること
③ 減少変更に係る届出と同時に、①及び②の条件を満たす増加変更に関する計画を有する旨を文部科学大臣に届け出ていること

答申時の継続審査（保留） 

審査
スケジュール

審査基準

大学新設の申請時に
保有すべき標準経常経費

リスクシナリオ等

新設を不可とする
設置大学等の全学部
の収容定員充足率

新設を不可とする設置
大学等の財務状況

書類の様式等

認可後のアフターケア
（財務状況及び施設等整備状況調査）

大学新設 10月末申請→８月末頃認可 ９月末申請→７月末頃認可

1月末申請→７月末頃認可

大学の設置：2回　学部学科等の設置：1回

2年分

３月末申請→８月末頃認可

大学の設置：３回
学部学科等の設置：２回

2028年度
新設分から

2029年度
新設分から

2028年度
新設分から

１年分

「参考資料」としての提出

申請年度の充足率が
５割未満は不可

負債償還などはあり

規定なし

過去３年分のみ

虚偽申請があった
場合のみペナルティ

審査意見への回答への対応数

いつから変更後従来変更点

法人合併または設置者
変更で収容定員充足率
又は財務状況の基準が
満たせなくなる場合

審査事項として「申請書類」とし、妥当性の審査観点を規定する
・過去３年間の決算における事業活動に関する状況
・上記で経常収支差額がマイナスの年度の要因分析の結果とその改善方策
・経常収支が均衡する学生数及びその時の収容定員の充足状況、学生確保ができ
ない場合の資金の収支と法人全体の収支に与える影響
・経営状況を判断する指標
・経常収支が均衡する学生数以上の学生を確保できない状況が継続し法人の財務
状況に影響を与える場合の財務状況が教育研究に与える影響

開設年度の前年度の充足率が７割未満は不可　　　　　　　　　　

経常収支差額が３か年連続マイナス、かつ、直近年度の外部負債が
運用資産を上回っている場合は、許可をしない

収容定員充足率又は財務状況に係る基準が満たせなくなる場合において、
合併等の認可後から当該学校の修業年限に相当する期間、
一定の例外措置を設ける

申請年度時点で確定している財務書類等は申請時に提出を求める

リスクシナリオ等の遵守を求め、遵守されない場合には
ペナルティ措置を講ずる

あり 廃止。設置の「可」「不可」のみ 

学部学科等新設

※ただし、以下の全てに該当する場合は充足率基準の例外とする。
・未充足の学部等を廃止する具体的な計画がある
・廃止した学部等の収容定員の範囲内で新設する
・設置大学等の収容定員の総数が増加しない

文科省に聞く！

学部学科新設の課題と
設置認可制度厳格化の狙いとは？

高
等
教
育
企
画
課 
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学
設
置
・
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室

室
長
補
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̶̶昨今の学部学科設置認可申請についての課題は？
廣末 大学設置分科会における指摘で多いのが、計画全体の一
貫性、論理性に関することです。養成する人材像は社会からの
ニーズがあるのか、ＤＰやＣＰと教育内容が合っているかなど、全
体の骨格となる部分に不備が見られる計画が少なくありません。
計画の検討そのものが不十分なケース、計画に一定の質はある
ものの、書類に十分に落とし込まれていないケース、どちらも考えら
れます。いずれにしても、文部科学省が毎年作成する「手引」で注
意点を確認し、矛盾がない書類作成を心がけてほしいと思います。
　設置後については、最も多い指摘が定員未充足、次いで定員
超過です。学生数の過不足は教育環境を左右します。認可が
ゴールとなってしまうと、その後の定員管理がなおざりになり、結果
として定員未充足にも繋がりかねません。認可時の計画通りに計
画を進めていただく必要があります。

南 私学の財政面・管理運営面を審査する学校法人分科会では、
法人の収入に直結する学納金を視点に、学生確保の見通しを綿
密に確認しています。指摘が多いのもこの部分で、18歳人口減
への漠然とした危機意識は感じられるものの、説得力に欠ける計
画がめだちます。第三者から見て安定した募集が見込めると判断
できる客観的なデータの記載が望まれます。収支や定員充足率
の改善を指摘される法人は、残念ながら増加傾向にあります
（P.19【図表８】）。法人は、経営が悪化する前に手を打つ必要が
あります。新設改組をその一手として行うならば、計画は、現実的
かつ精緻であるべきでしょう。

̶̶設置認可制度改正のポイントは？
廣末 申請、認可スケジュールの前倒しは、大学が学生募集を行
いやすくするための措置です。認可が７月末に早まることにより、
高校の多くが進路指導を行う夏休みに、新設学部の学生募集を
始められます。総合型選抜の出願受付が開始される９月に、直ち
に受付を始めるということも十分、現実的だと考えられます。

南 答申時の「保留」廃止の理由も、認可が遅れると学生募集が
しづらくなるからです。もう一つは、審査意見をふまえ、明快な対応
を行ってもらうためです。意見に回答できる回数も減るので、その
分、課題を十分に整理・解消したうえで修正案をご提出ください。
大学新設時に保有すべき標準経常経費は「２年分」に上がりまし
たが、これは最低基準。資金難は教育の質低下、学生の不利益
につながるため、学費以外の収入源を含め、法人全体の財務に
ついても中長期的な視点で検討してください。リスクシナリオは、
「参考資料」から「申請書類」に格上げされ、審査観点が規定され
ました。過去３年内に赤字の年度があれば何が原因だったのか、

学生が何人いれば経営が成り立つのか、その人数を下回るとどん
な影響が出るのか、未充足の段階ごとに何に取り組むのか、例え
ば80％以下で○○、70％以下で○○…など、シナリオの妥当性
を審査します。私学事業団の「ハンドブック」＊が参考になるほか、
新たな「手引」には、従来より項目を増やしたシナリオ例を掲載す
る予定です。設置後にシナリオ遵守を求めるルールも追加されまし
た。遵守されない場合には、私学助成等によるペナルティが検討
されています。経営が安定していてもリスクシナリオは不可欠で
す。今後の経営判断の指針として作成いただきます。
　新設を不可とする全学部の収容定員充足率を「５割未満」から
「７割未満」に変更したのは、充足率が経営に及ぼす影響を、より
重く見たためです。５割未満は既に厳しい状態、７割未満であれば
まだ回復の余地がある、という判断です。同時に基準時期を開設
前年度に変更し、充足率向上の取り組みや学部等廃止の判断
に余裕を持てるようにしました。2026年度から、一時的に定員を
削減し、７年以内であれば届出で元の定員に戻せる制度が施行
されています。いったん定員を減らして充足率を高め、募集が軌道
に乗ったら定員を元に戻すプランも可能です。
　新設不可の財務要件の変更後の基準は、修学支援新制度の
機関要件にも同様の基準があります。各制度における取扱いは異
なりますが、教育を持続的に提供するために必要となる経営状況を
判断する指標として規定したものです。

̶̶新設を考えている大学に向けてアドバイスを。
廣末 今回の改正は、「知の総和答申」を受け、高等教育の新陳
代謝を促す目的でなされたものです。その趣旨を法人内で共有し、
認可「後」の運営を見据えて学部設置に取り組んでほしいと思い
ます。もはや新設すれば学生が来る時代ではありません。産学官
金が集まるプラットフォーム等を通じて地域に必要な人材を議論
し、地域活性化、ひいては日本全体のレベル向上につながる新設
改組を期待しています。「厳格化」との声がめだちますが、学生募
集を行いやすくする措置や、既存学部の整理がしやすくなる措置
等も含んでいますので、併せて理解、活用してください。

南 大学が人材養成で社会のニーズに応えるには、経営の安定
が前提となります。好不調にかかわらず、常に経営状況の確認と
分析をしてください。大学・高専機能強化支援事業の開始以降、
同じエリア内に似た趣旨の学部が設置される例も少なくないよう
です。他大学の動向を注視するとともに、エリア内の高校と連携
し、高校生の声を継続的に把握してはどうでしょう。何をどう学び、
社会においてどんな活躍をめざすのか、高校生が腹落ちする計画
を立てられるか否かは、日頃の関係性が物を言うからです。

ひろすえけんた●（独）大学
評価・学位授与機構（現・大
学改革支援・学位授与機構）
などを経て2026年より現職。

みなみちわこ●2009年
文部科学省入省。高等
教育局医学教育課などを
経て2025年より現職。
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＊２ 学生募集が計画通りにいかなかった場合の対応策撮影／木藤富士夫


